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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成18年６月29日に提出いたしました第142期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有

価証券報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを修正するため有価証券報告書の訂正報告

書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

  第一部 企業情報 

   第５ 経理の状況 

     １ 連結財務諸表等 

     (1) 連結財務諸表 

        注記事項 

         (リース取引関係) 

     ２ 財務諸表等 

     (1) 財務諸表 

        注記事項 

         (リース取引関係) 

   第７ 提出会社の参考情報 

     ２ その他の参考情報 

  

３【訂正箇所】 

訂正箇所は＿を付して表示しております。 



第５ 【経理の状況】 

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

 注記事項 

(リース取引関係) 

  

 (訂正前) 

 
  

第一部 【企業情報】

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

機械装置 
及び運搬具 

  
(百万円)

その他 
(工具器具 
備品他) 
(百万円)

合計 
  
  

(百万円)

取得価額 
相当額

370 271 642

減価償却 
累計額相当額

285 165 451

期末残高 
相当額

85 105 190

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

機械装置
及び運搬具

  
(百万円)

その他 
(工具器具 
備品他) 
(百万円)

合計 
  
  

(百万円)

取得価額
相当額

163 252 416

減価償却
累計額相当額

110 148 258

期末残高
相当額

53 104 157

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

 

同左

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 75百万円

１年超 115百万円

合計 190百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 65百万円

１年超 91百万円

合計 157百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 

同左

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 142百万円

減価償却費相当額 142百万円

 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 85百万円

減価償却費相当額 85百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



  

 (訂正後) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

機械装置 
及び運搬具 

  
(百万円)

その他 
(工具器具 
備品他) 
(百万円)

合計 
  
  

(百万円)

取得価額 
相当額

370 271 642

減価償却 
累計額相当額

285 165 451

期末残高 
相当額

85 105 190

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

機械装置
及び運搬具

  
(百万円)

その他 
(工具器具 
備品他) 
(百万円)

合計 
  
  

(百万円)

取得価額
相当額

299 252 552

減価償却
累計額相当額

119 148 268

期末残高
相当額

179 104 283

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

 

同左

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 75百万円

１年超 115百万円

合計 190百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 85百万円

１年超 198百万円

合計 283百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 

同左

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 142百万円

減価償却費相当額 142百万円

 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 94百万円

減価償却費相当額 94百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

 注記事項 

(リース取引関係) 

  

 (訂正前) 

 
  

第141期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第142期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

  (借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

  (借主側)

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

機械及び 
装置 
(百万円)

工具器具 
備品 
(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額

26 140 167

減価償却 
累計額相当額

15 67 82

期末残高 
相当額

11 72 84

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

機械及び
装置 
(百万円)

工具器具 
備品 
(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額
相当額

26 138 165

減価償却
累計額相当額

18 79 98

期末残高
相当額

7 59 67

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 

同左

  ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 26百万円

１年超 57百万円

合計 84百万円

  ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 27百万円

１年超 39百万円

合計 67百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

同左

 

  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 43百万円

 
 

  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27百万円

 

  ④ 減価償却費相当額の計算方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

  ④ 減価償却費相当額の計算方法

同左



  

 (訂正後) 

 
  

第141期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第142期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

  (借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

  (借主側)

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

機械及び 
装置 
(百万円)

工具器具 
備品 
(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額

26 140 167

減価償却 
累計額相当額

15 67 82

期末残高 
相当額

11 72 84

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

機械及び
装置 
(百万円)

工具器具 
備品 
(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額
相当額

162 138 301

減価償却
累計額相当額

28 79 107

期末残高
相当額

134 59 193

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 

同左

  ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 26百万円

１年超 57百万円

合計 84百万円

  ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 47百万円

１年超 146百万円

合計 193百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

同左

 

  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 43百万円

 
 

  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 37百万円

減価償却費相当額 37百万円

 

  ④ 減価償却費相当額の計算方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

  ④ 減価償却費相当額の計算方法

同左



第７ 【提出会社の参考情報】 

２ 【その他の参考情報】 

  

 (訂正前) 

(3) 自己株式買付状況報告書 

  

 (訂正後) 

(3) 自己株券買付状況報告書 
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